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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 19,109 △18.7 △722 ― △530 ― 17 △95.2

20年3月期 23,516 1.2 576 46.5 676 42.9 359 12.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 1.15 ― 0.2 △3.6 △3.8

20年3月期 24.11 ― 4.0 4.0 2.5

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  80百万円 20年3月期  38百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 12,999 8,335 63.3 553.26
20年3月期 16,638 8,983 53.5 597.64

（参考） 自己資本   21年3月期  8,231百万円 20年3月期  8,895百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 81 △197 △136 693
20年3月期 1,336 △1,172 △92 946

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 3.00 ― 5.00 8.00 119 33.2 1.3
21年3月期 ― 4.00 ― 4.00 8.00 119 695.7 1.4

22年3月期 
（予想）

― 4.00 ― 4.00 8.00 148.7

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

8,550 △24.0 40 △76.5 90 △60.4 60 △66.5 4.03

通期 16,380 △14.3 60 ― 120 ― 80 370.6 5.38



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、１７ページ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、２４ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 14,950,000株 20年3月期 14,950,000株

② 期末自己株式数 21年3月期  72,236株 20年3月期  65,964株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 19,109 △18.7 △686 ― △565 ― △327 ―

20年3月期 23,514 1.3 527 63.7 590 47.3 301 △10.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △22.01 ―

20年3月期 20.25 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 12,621 7,651 60.6 514.32
20年3月期 16,202 8,590 53.0 577.17

（参考） 自己資本 21年3月期  7,651百万円 20年3月期  8,590百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

業績予想につきましては、現在時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後の要因によって予想数値と異なる場合がありま
す。なお上記業績予想に関する事項は、添付３ページをご参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

8,550 △24.0 30 △82.3 80 △65.1 40 △75.6 2.69

通期 16,380 △14.3 30 ― 90 ― 50 ― 3.36



１．経営成績

(1）経営成績に関する分析

①当連結会計年度の概況

　　当連結会計年度におけるわが国経済は、米国でのサブプライムロ－ン問題を発端とした金融不安が世界的に拡まっ

たことにより、景気は急速に悪化いたしました。当社グル－プを取り巻く業界も12月以降主要顧客の販売が予想を上

回る急激な減少が続き、事業環境としては厳しい状況下にあります。このような経済環境の中、当社グル－プにおき

ましては、新規顧客の開拓、顧客と一体となった新製品の開発、品質・納期での信頼性向上活動を積極的に展開し、

顧客満足度の向上と業績の改善に努めてまいりました。

　　　その結果、売上高は、12月以降の急激な販売減少により191億9百万円と前連結会計年度（235億16百万円）比44億

7百万円（18.7％）の減収となりました。利益面につきましては、引き続きコストダウンに努めてまいりましたが、

売上高の減少と原材料の高騰が売上総利益を圧迫したことにより、営業損失7億22百万円（前年同期は営業利益5億76

百万円）、経常損失5億30百万円（前年同期は経常利益6億76百万円）となり、当期純利益は固定資産売却に伴う特別

利益515百万円を計上したことにより、17百万円（前年同期3億59百万円）となりました。

 

②部門別の状況

　【電装品部門】

主力製品の二輪車用・ＡＴＶ用・汎用エンジンの北米市場低迷による生産調整が響き、電装品全体では114億47百

万円と前連結会計年度（135億70百万円）比21億21百万円（15.6％）の減収となりました。

　【発電機部門】

主力製品の発動発電機が北米市場の需要が回復せず、発電機全体では10億70百万円と前連結会計年度（14億84百万

円）比4億14百万円（27.9％）の減収となりました。

　【モ－タ部門】

主力製品の四輪車搭載パワ－ステアリング用モ－タ、ＡＢＳ用モ－タが自動車市場販売不振の影響により、各社生

産調整で大幅減少し、モ－タ全体では65億91百万円と前連結会計年度（84億61百万円）比18億70百万円（22.1％）

の減収となりました。

 

③次期の見通し

　次期につきましては、世界的な景気後退が長期化し、わが国経済においても景気回復には時間を要するものと考え

られ、当社グル－プの業界でも市場回復のめどはいまだに立っておらず、消費マインドの冷え込みが続き、先行きの

予断を許さない状況が続くと思われ、当社グル－プの業績にも多大な影響を及ぼすことが予想されます。

　このような厳しい経営環境のもと、通期の連結業績予想につきましては、売上高163億80百万円、利益面では営業

利益60百万円、経常利益120百万円、当期純利益80百万円を計上する業績予想をしております。

　

(2）財政状態に関する分析

　① 資産、負債及び純資産の状況

　当連結会計年度末の総資産は129億99百万円となり、前連結会計年度末166億38百万円に対し21.9％減少となりまし

た。流動資産は、売上高の減少に伴う受取手形及び売掛金17億82百万円の減少、関係会社預け金2億62百万円の減少

等により、24億10百万円減少いたしました。固定資産は、有形固定資産3億75百万円、投資有価証券8億2百万円の減

少等により、12億28百万円の減少となりました。

　負債の部は46億63百万円となり、前連結会計年度末76億55百万円に対し39.1％減少となりました。これは主に支払

手形及び買掛金21億35百万円、繰延税金負債4億28百万円等の減少によるものです。

　また、純資産の部につきましては83億35百万円となり、前連結会計年度末89億83百万円に対し7.2％減少となりま

した。これは主に利益剰余金1億17百万円、投資有価証券評価差額金4億75百万円等の減少によるものです。

 



　② キャッシュ・フロ－の状況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は6億93百万円となり、前連結会計年度末比2億52百万円の減少とな

りました。各キャッシュ・フロ－の状況とそれらの要因は次のとおりです。

　（営業活動によるキャッシュ・フロ－）

　営業活動によるキャッシュ・フロ－は売上債権の減少17億82百万円、減価償却費13億20百万円等が増加する一方、

仕入債務の減少21億35百万円等がありました。この結果、キャッシュ・フロ－は81百万円となり、前連結会計年

度末比12億55百万円の収入減少となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

　投資活動によるキャッシュ・フロ－は、主に電装品生産設備のライン構築の設備投資による支出6億78百万円、

固定資産（土地）売却による収入5億53百万円等によるものです。この結果、キャッシュ・フロ－は1億97百万円

の資金減少となり、前連結会計年度末比9億75百万円の支出減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

　財務活動によるキャッシュ・フロ－は、主に配当金の支払い1億31百万円によるものです。　この結果、キャッ

シュ・フロ－は1億36百万円の資金減少となり、前連結会計年度末比44百万円の支出増加となりました。

 

　（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率（％） 53.4 52.1 52.1 53.5 63.3

時価ベースの自己資本比率

（％）
40.7 39.3 31.3 21.2 20.5

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年）
0.0 0.4 0.0 0.0 0.0

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
3,361.0 966.8 508.8 885.4 39.1

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注1）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注2）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。　

（注3）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注4）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象として

おります。

 

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　配当金につきましては、長期的には連結ベースでの配当性向を考慮し、将来の事業展開と経営体質の強化のために

必要な内部留保を確保しつつ、永続的かつ安定的な利益還元を行なうことを経営の基本としております。

　なお内部留保資金につきましては、新技術開発研究投資、生産設備などへの投資や海外生産拠点投資、顧客満足度

向上のための品質、コスト競争力を高める合理化投資などに活用してまいります。

　この方針に基づき、配当金につきましては、取締役会決議により、中間配当を１株当たり４円、期末配当を１株当

たり４円とし、年間配当を１株当たり８円とさせていただきました。

　また、次期の配当につきましても、従来と同様に中間配当・期末配当を実施していく予定であります。

 



２．企業集団の状況

　最近の有価証券報告書（平成20年6月20日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」から

重要な変更がないため、開示を省略いたします。

 

３．経営方針

　(1）会社の経営の基本方針

　当社グループは、内燃機関とその応用機器用の電装品、小型携帯用発電機、精密小型モータの部品製造業であり、

顧客と密着して顧客要求を満たす製品・技術を開発し、受注する事業形態を特徴としております。このため「常に顧

客の立場に立ち、顧客に喜ばれ、信頼される製品をつくる」ことを経営方針とし、この実現により業績の確保、業容

の拡大を図り、株主・投資家・従業員など、関係者に合理的かつ長期的な満足を提供することを基本理念としており

ます。

 

(2）目標とする経営指標

　当社グループが目標としている経営指標は、ＲＯＥ(自己資本当期利益率)を用いています。事業効率向上と株主資

本の効率的運用による資本効率の高い経営を行なうことが、株主の皆様へはもちろん、従業員を含めたすべての利害

関係者の利益にかなうものと考え、ＲＯＥ10％を目標として掲げ、その達成を目指します。

 

(3）中長期的な会社の経営戦略

　当社グループは市場・技術動向を見据えた事業ポートフォリオの見直しによる選択と集中を積極的に進め、当社グ

ループの強みとする技術分野においてニッチ市場でのトップを目差しております。そのため経営資源の重点投入、人

材の育成による少数精鋭化、スピーディな意思決定と業務遂行など、生産性を高め強固な経営体質を確立するととも

に、財務面ではキャッシュ・フロー並びにＲＯＥ・ＲＯＡを向上させ、企業価値の一層の向上を目差しております。

 

(4）会社の対処すべき課題

　今後対処すべき具体策として、次の諸施策を推進しております。

　① 提案型営業によるグローバル化と受注・売上の拡大

　a．コア技術の深耕による排ガス規制・省エネ・高機能化への対応（電子燃料噴射装置、耐振・耐水・耐熱に優れ

た車載用モータなど）

　b．海外顧客との共同開発と、国内顧客の海外展開計画への積極的対応

　②人材育成と高効率経営

　a.権限の委譲と若手の積極的登用及び、長年培ってきた当社優位技術の継承・発展

　b.少量・多品種・短納期に対応する新生産管理システムの定着化、ＪＩＴ改革の促進

　c.高効率経営による固定費比率の引き下げ・原材料の高騰の中で資材費低減・工程清流化などによるトータル競

争力の強化

　③顧客満足度の向上

　a．開発時より顧客要求に応える”源流設計品質”と”コスト”の作り込み

　b．ＴＱＣ活動による工程内品質の作り込み

　④ＣＳＲ（社会的責任）経営の推進

　a．内部統制システムの構築および維持向上

　b．環境マネジメントシステムの充実

 

(5）その他、会社の経営上重要な事項

　該当事項はありません。

 



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 393 402

関係会社預け金 553 290

受取手形及び売掛金 5,411 3,629

たな卸資産 2,150 －

商品及び製品 － 571

仕掛品 － 1,003

原材料及び貯蔵品 － 196

繰延税金資産 375 326

その他 148 200

流動資産合計 9,032 6,622

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,109 3,157

減価償却累計額 △2,070 △2,131

建物及び構築物（純額） 1,038 1,025

機械装置及び運搬具 9,252 9,350

減価償却累計額 △6,565 △7,078

機械装置及び運搬具（純額） 2,687 2,272

土地 ※2  845 ※2  844

リース資産 － 638

減価償却累計額 － △344

リース資産（純額） － 294

建設仮勘定 267 125

その他 2,049 2,191

減価償却累計額 △1,723 △1,963

その他（純額） 326 227

有形固定資産合計 5,164 4,788

無形固定資産   

ソフトウエア 111 72

施設利用権 2 2

リース資産 － 5

無形固定資産合計 114 80

投資その他の資産   

投資有価証券 2,011 1,208

出資金 ※1  279 ※1  264

長期貸付金 1 1

繰延税金資産 4 6

その他 33 33

貸倒引当金 △3 △4

投資その他の資産合計 2,327 1,508

固定資産合計 7,606 6,377

資産合計 16,638 12,999

負債の部   



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,216 3,081

リース債務 － 151

未払法人税等 112 48

賞与引当金 541 457

その他 788 500

流動負債合計 6,657 4,240

固定負債   

リース債務 － 147

繰延税金負債 661 233

退職給付引当金 172 －

役員退職慰労引当金 142 －

負ののれん 19 －

その他 － 42

固定負債合計 997 423

負債合計 7,655 4,663

純資産の部   

株主資本   

資本金 747 747

資本剰余金 410 410

利益剰余金 6,610 6,493

自己株式 △17 △19

株主資本合計 7,751 7,632

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,096 620

為替換算調整勘定 47 △22

評価・換算差額等合計 1,144 598

少数株主持分 88 104

純資産合計 8,983 8,335

負債純資産合計 16,638 12,999



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 23,516 19,109

売上原価 ※1, ※4  20,425 ※1, ※4  17,475

売上総利益 3,090 1,633

販売費及び一般管理費   

販売手数料 1 1

広告宣伝費 6 5

運送保管料 450 388

給与賞与等 647 677

賞与引当金繰入額 103 84

退職金 2 0

退職給付引当金繰入額 58 43

役員退職慰労引当金繰入額 38 20

旅費及び交通費 60 48

通信費 22 23

租税課金 58 37

減価償却費 79 214

その他 ※4  989 ※4  815

販売費及び一般管理費合計 2,513 2,355

営業利益又は営業損失（△） 576 △722

営業外収益   

受取利息 3 2

受取配当金 54 38

負ののれん償却額 3 1

持分法による投資利益 38 80

廃材処分益 7 4

雇用調整助成金 － 66

雑収入 8 11

営業外収益合計 114 206

営業外費用   

支払利息 1 2

債権譲渡手数料 10 7

為替差損 － 3

雑支出 3 2

営業外費用合計 15 14

経常利益又は経常損失（△） 676 △530



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※2  － ※2  515

負ののれん償却額 － 19

前期製品補償費戻入 － 41

特別利益合計 － 576

特別損失   

固定資産除却損 ※3  25 ※3  18

製品補償費 87 －

投資有価証券評価損 － 14

特別損失合計 112 32

税金等調整前当期純利益 563 13

法人税、住民税及び事業税 127 40

過年度法人税等 52 －

法人税等調整額 16 △66

法人税等合計 196 △25

少数株主利益 8 22

当期純利益 359 17



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 747 747

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 747 747

資本剰余金   

前期末残高 410 410

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 410 410

利益剰余金   

前期末残高 6,340 6,610

当期変動額   

剰余金の配当 △89 △133

当期純利益 359 17

自己株式の処分 － △0

自己株処分差益振替 － △0

当期変動額合計 269 △117

当期末残高 6,610 6,493

自己株式   

前期末残高 △15 △17

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 0 1

当期変動額合計 △2 △1

当期末残高 △17 △19

株主資本合計   

前期末残高 7,483 7,751

当期変動額   

剰余金の配当 △89 △133

当期純利益 359 17

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 0 1

自己株処分差益振替 － △0

当期変動額合計 267 △118

当期末残高 7,751 7,632



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,533 1,096

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △437 △475

当期変動額合計 △437 △475

当期末残高 1,096 620

為替換算調整勘定   

前期末残高 41 47

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5 △69

当期変動額合計 5 △69

当期末残高 47 △22

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,575 1,144

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △431 △545

当期変動額合計 △431 △545

当期末残高 1,144 598

少数株主持分   

前期末残高 84 88

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3 16

当期変動額合計 3 16

当期末残高 88 104

純資産合計   

前期末残高 9,144 8,983

当期変動額   

剰余金の配当 △89 △133

当期純利益 359 17

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 0 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △427 △529

自己株処分差益振替 － △0

当期変動額合計 △159 △647

当期末残高 8,983 8,335



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 563 13

減価償却費 1,241 1,320

負ののれん償却額 △3 △21

賞与引当金の増減額（△は減少） 13 △83

退職給付引当金の増減額（△は減少） △239 △172

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △1 △99

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 1

受取利息及び受取配当金 △57 △41

支払利息 1 2

持分法による投資損益（△は益） △38 △80

投資有価証券売却損益（△は益） △0 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 14

有形固定資産売却損益（△は益） － △515

有形固定資産除却損 25 18

売上債権の増減額（△は増加） △86 1,782

たな卸資産の増減額（△は増加） 15 378

その他の流動資産の増減額（△は増加） △28 △51

仕入債務の増減額（△は減少） 83 △2,135

その他の流動負債の増減額（△は減少） △15 △137

その他の固定負債の増減額（△は減少） － △70

小計 1,473 120

利息及び配当金の受取額 57 67

利息の支払額 △1 △2

法人税等の支払額 △193 △104

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,336 81

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 1 0

子会社株式の取得による支出 △0 △1

有形固定資産の売却による収入 0 553

有形固定資産の取得による支出 △1,135 △678

有形固定資産の除却による支出 △7 △38

無形固定資産の取得による支出 △25 △27

その他投資の取得による支出 △5 △5

その他投資の売却による収入 － 0

敷金の解約による収入 2 0

敷金の払込による支出 △1 △0

長期貸付金の回収による収入 0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,172 △197

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の売却による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △2 △2

親会社による配当金の支払額 △89 △131

少数株主への配当金の支払額 △0 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △92 △136

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 71 △252

現金及び現金同等物の期首残高 875 ※1  946

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  946 ※1  693



継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 　連結子会社は次の２社であります。

国産テック㈱　

エート電機㈱

　連結子会社は次の２社であります。

国産テック㈱　

エート電機㈱

   なお、非連結子会社はありません。   なお、非連結子会社はありません。

２．持分法の適用に関する事

項

　持分法適用の関連会社は廊坊科森電器有

限公司の１社であります。

同左

 　持分法を適用していない関連会社INDIA 

NIPPON ELECTRICALS LIMITEDは当社の同社

株式への持ち株比率が20.5％となっており

ますが、同社の財務及び営業の方針に対し

て重要な影響力を有しておりませんので関

連会社に該当致しません。

 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の事業年度末日と連結決算日

は一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定して

いる）

イ）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

…移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 ロ）たな卸資産

製品

…移動平均法による原価法

仕掛品及び原材料

…移動平均法による低価法

貯蔵品

…最終仕入原価法による原価法

ロ）たな卸資産

　製品・貯蔵品については、主に移動平

均法等による原価法から原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方法）に変更

し、仕掛品及び原材料については、移動

平均法による低価法から原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方法）に変更

しております。

（会計方針の変更） 

　当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号　平成１８年７月５日公表分）を適用

しております。なおこの変更による影響

はありません。

 

 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ）有形固定資産

　　　　…定率法

但し、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）については

定額法を採用しております。

建物及び構築物　　　７～47年

機械装置及び運搬具　２～11年

イ）有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　　…定率法

但し、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）については

定額法を採用しております。

　建物及び構築物　　　７～47年

　機械装置及び運搬具　２～９年



項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（会計方針の変更）　

　法人税法の改正に伴い、当連結会計年度

より、平成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。

　これにより、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は、それぞれ45百万

円減少しております。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年3月31

日以前に取得した有形固定資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により、取得価額の5%に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度より、取得価

額の5%相当額と備忘価額との差額を5年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。

　これにより、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益がそれぞれ44百万円

減少しております。

 

 

 

　

 

 

 

 

 

 

 

（追加情報）

　当社及び国内連結子会社の機械装置につ

いては、従来、耐用年数を２～11年として

おりましたが、当連結会計年度より、２～

９年に変更しております。これは、平成20

年度の税制改正を契機に耐用年数を見直し

たことによるものであります。

　これにより当連結会計年度の営業利益、

経常利益、税金等調整前当期純利益がそれ

ぞれ72百万円減少しております。

 

 ロ）無形固定資産…定額法

　自社利用のソフトウェアについては社

内における利用可能期間(５年)に基づい

ております。

ロ）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 

 

 ハ）リース資産

 　　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基

準

イ）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

イ）貸倒引当金

同左

 ロ）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備え、支給見込

額を計上しております。

ロ）賞与引当金

同左

 ハ）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（14年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとしてお

ります。

ハ）退職給付引当金

同左



項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ニ）役員退職慰労引当金

　役員の退職金の支払に備え、親会社及

び子会社はそれぞれの役員退職慰労金規

則に基づき期末要支給額を計上しており

ます。

ニ）役員退職慰労引当金

　　　　　―――――――――　

 

 

 

（追加情報）

役員退職慰労引当金制度の廃止

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、

役員退職慰労金規則に基づき期末要支給額

を引当計上しておりましたが、平成20年６

月20日開催の定時株主総会の日をもって役

員退職慰労金制度を廃止することが決議さ

れました。

　同制度廃止に伴い、定時株主総会の日以

前の在職期間分についての役員退職慰労金

について、打切り支給することとしまし

た。

　なお、支給時期は、各役員それぞれの退

任時とし、役員退職慰労引当金は、退任時

まで固定負債「その他」として計上してお

ります。

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在

外子会社等の資産及び負債は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換

算調整勘定に含めております。

同左

(5）重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

―――――――――

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

イ）消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

イ）消費税等の処理方法

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しております。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　負ののれんの償却については、20年間の

定額法により償却を行っております。

　負ののれんの償却方法については一括償

却を行なっております。

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、負ののれんの償却

方法について、期間損益の適正化のため、

20年間の均等償却から一括償却に変更して

おります。なお、このことにより19百万円

を特別利益に計上し、経常利益が1百万円

減少、税金等調整前当期純利益が18百万円

増加しております。



項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

同左

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

―――――――――　 （リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第１３号（平成５年６月１７日（企

業会計審議会第一部会）、平成１９年３月３０日改正））

及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第１６号（平成６年１月１８日（日本公認

会計士協会　会計制度委員会）、平成１９年３月３０日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、前連結会計年

度末における未経過リース料期末残高相当額（利息相当額

を含む）を取得価額とし、期首に取得したものとしてリー

ス資産に計上する方法によっております。これによる影響

は軽微であります。　

 

 

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　――――――――― （連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「商品及び製品」「原材料及び貯蔵品」

「仕掛品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年

度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」「原材料

及び貯蔵品」「仕掛品」は、それぞれ767百万円、176百万

円、1,206百万円であります。

　



注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

※１　関連会社に対するものは次の通りです。 ※１　関連会社に対するものは次の通りです。

　・出資金 279百万円 　・出資金 264百万円

※２　土地の内、78百万円は工場財団抵当に供しておりま

す。

※２　土地の内、78百万円は工場財団抵当に供しておりま

す。

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１　売上原価の内、たな卸資産の低価法による評価減 ※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

 1百万円  159百万円

※２　　　　　　―――――――――　 ※２　固定資産売却益の内容は次の通りであります。

土地(国産テック㈱長泉工場跡地) 515百万円

計  

※３　固定資産除却損の内容は次の通りです。 ※３　固定資産除却損の内容は次の通りです。

建物及び構築物 9百万円

機械装置及び運搬具 10

工具器具及び備品 5

計 25

建物及び構築物 4百万円

機械装置及び運搬具 11

工具器具及び備品 2

計 18

※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ※４　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

 319百万円  227百万円

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 14,950,000 － － 14,950,000

合計 14,950,000 － － 14,950,000

自己株式     

普通株式　(注) 59,220 7,364 620 65,964

合計 59,220 7,364 620 65,964

　(注) 普通株式の自己株式 7,364株の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

      また、普通株式の自己株式 620株の減少は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　　該当事項はありません。



３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年４月25日

取締役会
普通株式 45　 　3.00 平成19年３月31日 平成19年６月25日

平成19年10月25日

取締役会
普通株式 45　 　3.00 平成19年９月30日 平成19年12月10日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年４月25日

取締役会
普通株式 　74 利益剰余金 　5.00 平成20年３月31日 平成20年６月23日

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 14,950,000 － － 14,950,000

合計 14,950,000 － － 14,950,000

自己株式     

普通株式　(注) 65,964 10,872 4,600 72,236

合計 65,964 10,872 4,600 72,236

　(注) 普通株式の自己株式 10,872株の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

      また、普通株式の自己株式 4,600株の減少は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　　　　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年４月25日

取締役会
普通株式 74 5.00 平成20年３月31日 平成20年６月23日

平成20年10月24日

取締役会
普通株式 59 4.00 平成20年９月30日 平成20年12月10日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年４月28日

取締役会
普通株式 59 利益剰余金 4.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日）

現金及び預金勘定 393百万円

関係会社預け金(㈱日立製作所) 553百万円

現金及び現金同等物 946百万円

現金及び預金勘定 402百万円

関係会社預け金(㈱日立製作所) 290百万円

現金及び現金同等物  693百万円

―――――――――

 

２　重要な非資金取引の内容

　　当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リース

取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ299百万円であ

ります。

（有価証券関係）

１．売買目的有価証券

　前連結会計年度（平成20年３月31日現在）

　該当ありません。

　当連結会計年度（平成21年３月31日現在）

　該当ありません。

 

　２．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　前連結会計年度（平成20年３月31日現在）

　該当ありません。

　　当連結会計年度（平成21年３月31日現在）

　　該当ありません。

 

　　３．その他有価証券で時価のあるもの

種類

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 181 2,002 1,820 156 1,189 1,032

(2）債券 － － － － － －

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 181 2,002 1,820 156 1,189 1,032

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 4 3 △1 15 13 △2

(2）債券 － － － － － －

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 4 2 △1 15 13 △2

合計 185 2,005 1,819 172 1,202 1,029

（注）当連結会計年度において、その他有価証券について14百万円の減損処理を行なっております。

なお、減損処理にあたっては期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合はすべて減損処理を行い、

30～50％下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

なっております。

 

 



　４.前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

0 0 － 0 － 0

 

５．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類
前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

　　その他有価証券   

　非上場株式 6 6

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を利用していないので、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日）

当社グループは、ストック・オプション制度を利用していないので、該当事項はありません。

（開示の省略）

　以下の注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しており

ます。

・リース取引関係

・関連当事者情報

・税効果会計関係

・退職給付関係

　なお、当該注記事項に関しては、平成21年６月26日提出予定の有価証券報告書に記載いたしますので、「金融商

品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム」（ＥＤＩＮＥＴ）でご覧いただくこと

ができます。

 

 



（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
電装品

（百万円）
発電機

（百万円）
モータ

（百万円）
合計

（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 13,570 1,484 8,461 23,516 － 23,516

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － (－) －

計 13,570 1,484 8,461 23,516 － 23,516

営業費用 12,910 1,428 8,171 22,511 428 22,939

営業利益 659 56 289 1,005 △428 576

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 7,946 775 4,997 13,718 2,918 16,638

減価償却費 522 51 660 1,233 6 1,241

資本的支出 549 32 160 741 1 743

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
電装品

（百万円）
発電機

（百万円）
モータ

（百万円）
合計

（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 11,447 1,070 6,591 19,109 － 19,109

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － （－）　 －

計 11,447 1,070 6,591 19,109 － 19,109

営業費用 11,433 1,176 6,759 19,369 461 19,830

営業利益又は営業損失(△) 14 △106 △168 △260 △461 △722

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 6,801 640 3,283 10,725 2,273 12,999

減価償却費 705 72 537 1,315 5 1,320

資本的支出 438 67 92 598 － 598

　（注）１．事業区分は製品の種類、性質を考慮し区分しております。

２．各事業の主要な製品

(1）電装品・・・車輌用、農汎用、船外機用等のマグネト・ＡＣジェネレータ等

(2）発電機・・・可搬用、農汎用等各種発電機

(3）モータ・・・車輌用、産業機器用、農業機械用等の各種精密小型モータ



３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下の通りです。

 前連結会計年度 当連結会計年度 主な内容

消去又は全社の項目に含

めた配賦不能営業費用の

金額（百万円）

428 461
提出会社の総務・経理部門等、一般

管理部門に係る費用

消去又は全社の項目に含

めた全社資産の金額（百

万円）

2,918 2,273

提出会社における余資運用資金（現

金及び預金）、長期投資資金（投資

有価証券）及び管理部門に係る資産

等

４．資本的支出及び減価償却費には長期前払費用の支出とその償却額が含まれております。

ｂ．所在地別セグメント情報

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当

事項はありません。

ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 欧州 北米 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,606 1,692 243 3,542

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 23,516

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
6.8 7.2 1.0 15.0

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 欧州 北米 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,415 1,670 200 3,285

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 19,109

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上

高の割合（％）
7.4 8.7 1.0 17.2

　（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域は次の通りであります。

(1)　欧州・・・イタリア、スペイン、オーストリア、イギリス

(2)　北米・・・米国

(3)　アジア・・中国、韓国、インド、タイ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。



（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 597.64円

１株当たり当期純利益 24.11円

１株当たり純資産額 553.26円

１株当たり当期純利益 1.15円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益（百万円） 359 17

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 359 17

普通株式の期中平均株式数（株） 14,886,818 14,879,858

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 236 278

関係会社預け金 553 290

受取手形 460 381

売掛金 ※2  4,950 ※2  3,248

製品 767 －

原材料 176 －

商品及び製品 － 571

仕掛品 1,181 980

貯蔵品 0 －

原材料及び貯蔵品 － 196

繰延税金資産 345 302

その他 150 190

流動資産合計 8,823 6,440

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,658 2,738

減価償却累計額 △1,731 △1,812

建物（純額） 927 925

構築物 260 266

減価償却累計額 △194 △204

構築物（純額） 66 61

機械及び装置 9,007 9,124

減価償却累計額 △6,354 △6,875

機械及び装置（純額） 2,653 2,248

車両運搬具 127 119

減価償却累計額 △116 △112

車両運搬具（純額） 11 6

工具、器具及び備品 2,034 2,177

減価償却累計額 △1,710 △1,951

工具、器具及び備品（純額） 324 226

土地 ※1  767 ※1  767

リース資産 － 638

減価償却累計額 － △344

リース資産（純額） － 294

建設仮勘定 267 125

有形固定資産合計 5,017 4,656



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

無形固定資産   

ソフトウエア 111 72

施設利用権 1 1

リース資産 － 5

無形固定資産合計 113 79

投資その他の資産   

投資有価証券 2,011 1,208

関係会社株式 39 41

関係会社出資金 165 165

長期前払費用 5 5

その他 27 29

貸倒引当金 △3 △4

投資その他の資産合計 2,247 1,444

固定資産合計 7,379 6,180

資産合計 16,202 12,621

負債の部   

流動負債   

支払手形 188 131

買掛金 ※2  5,148 ※2  3,155

短期借入金 － 400

リース債務 － 151

未払金 369 131

未払費用 121 235

未払法人税等 110 13

未払消費税等 90 33

前受金 33 7

預り金 45 44

賞与引当金 480 405

設備関係支払手形 52 0

流動負債合計 6,640 4,709

固定負債   

リース債務 － 147

繰延税金負債 661 69

退職給付引当金 172 －

役員退職慰労引当金 137 －

その他 － 42

固定負債合計 971 259

負債合計 7,612 4,969



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 747 747

資本剰余金   

資本準備金 410 410

その他資本剰余金 0 0

資本剰余金合計 410 410

利益剰余金   

利益準備金 186 186

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 231 179

別途積立金 4,670 4,670

繰越利益剰余金 1,265 856

利益剰余金合計 6,353 5,892

自己株式 △17 △19

株主資本合計 7,494 7,031

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,096 620

評価・換算差額等合計 1,096 620

純資産合計 8,590 7,651

負債純資産合計 16,202 12,621



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 ※5  23,514 ※5  19,109

売上原価   

製品期首たな卸高 635 767

当期製品製造原価 ※3, ※5  19,872 ※3, ※5  16,790

当期商品仕入高 862 541

他勘定振替高 ※1  57 ※1  25

合計 21,312 18,074

製品期末たな卸高 767 571

製品売上原価 ※4  20,546 ※4  17,503

売上総利益 2,968 1,606

販売費及び一般管理費   

販売手数料 1 1

広告宣伝費 5 5

運送保管料 432 370

クレーム補償費 66 61

たな卸資産廃却額 56 67

給与 547 564

賞与 86 98

賞与引当金繰入額 100 82

退職金 2 0

退職給付引当金繰入額 58 42

役員退職慰労引当金繰入額 38 20

法定福利費 105 105

厚生費 74 48

旅費及び交通費 58 47

通信費 21 22

交際費 9 4

賃借料 220 72

租税課金 33 37

役員給与 87 106

減価償却費 79 213

雑費 ※3  364 ※3  328

他勘定振替 △0 △0

販売費及び一般管理費合計 2,441 2,292

営業利益又は営業損失（△） 527 △686



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 ※5  3 ※5  2

受取配当金 ※5  61 ※5  71

廃材処分益 7 4

雇用調整助成金 － 48

雑収入 6 8

営業外収益合計 79 135

営業外費用   

支払利息 ※5  1 ※5  2

債権譲渡手数料 10 7

為替差損 － 3

雑支出 3 2

営業外費用合計 15 15

経常利益又は経常損失（△） 590 △565

特別利益   

前期製品補償費戻入 － 41

特別利益合計 － 41

特別損失   

固定資産除却損 ※2  24 ※2  17

製品補償費 87 －

投資有価証券評価損 － 14

特別損失合計 111 31

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 478 △556

法人税、住民税及び事業税 121 6

過年度法人税等 52 －

法人税等調整額 3 △235

法人税等合計 177 △229

当期純利益又は当期純損失（△） 301 △327



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 747 747

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 747 747

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 410 410

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 410 410

その他資本剰余金   

前期末残高 － 0

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 0 0

資本剰余金合計   

前期末残高 410 410

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 410 410

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 186 186

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 186 186

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 313 231

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の変動額 △82 △52

当期変動額合計 △82 △52

当期末残高 231 179

別途積立金   

前期末残高 4,670 4,670

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,670 4,670



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 970 1,265

当期変動額   

剰余金の配当 △89 △133

当期純利益又は当期純損失（△） 301 △327

自己株式の処分 － △0

固定資産圧縮積立金の変動額 82 52

自己株処分差益振替 － △0

当期変動額合計 295 △409

当期末残高 1,265 856

利益剰余金合計   

前期末残高 6,141 6,353

当期変動額   

剰余金の配当 △89 △133

当期純利益又は当期純損失（△） 301 △327

自己株式の処分 － △0

自己株処分差益振替 － △0

当期変動額合計 212 △461

当期末残高 6,353 5,892

自己株式   

前期末残高 △15 △17

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 0 1

当期変動額合計 △2 △1

当期末残高 △17 △19

株主資本合計   

前期末残高 7,284 7,494

当期変動額   

剰余金の配当 △89 △133

当期純利益又は当期純損失（△） 301 △327

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 0 1

自己株処分差益振替 － △0

当期変動額合計 210 △463

当期末残高 7,494 7,031



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,533 1,096

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △437 △475

当期変動額合計 △437 △475

当期末残高 1,096 620

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,533 1,096

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △437 △475

当期変動額合計 △437 △475

当期末残高 1,096 620

純資産合計   

前期末残高 8,818 8,590

当期変動額   

剰余金の配当 △89 △133

当期純利益又は当期純損失（△） 301 △327

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 0 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △437 △475

自己株処分差益振替 － △0

当期変動額合計 △227 △938

当期末残高 8,590 7,651



継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

重要な会計方針

 
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．有価証券の

評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券 その他有価証券

 時価のあるもの

…決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定

している。）

時価のあるもの

　　　　　　　同左

 時価のないもの

…移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産

の評価基準及

び評価方法

製品

…移動平均法による原価法

仕掛品及び原材料

…移動平均法による低価法

貯蔵品

…最終仕入原価法による原価法

　製品・貯蔵品については、主に移動平均法等に

よる原価法から原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）に変更し、仕掛品及び原材料につ

いては、移動平均法による低価法から原価法（収

益性の低下による簿価切下げの方法）に変更して

おります。

（会計方針の変更） 

　当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号　平成１８年７月５

日公表分）を適用しております。なおこの変更に

よる影響はありません。

 

３．固定資産の

減価償却の方

法

イ）有形固定資産

　　　　　…定率法

　なお、平成10年度の税制改正に伴い、平成10

年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

イ）有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　　　　　　　　　…定率法

　なお、平成10年度の税制改正に伴い、平成10

年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

　

 建物及び構築物 ７～47年

機械装置及び運搬具 ２～11年

建物及び構築物 ７～47年

機械装置及び運搬具 ２～９年

 （会計方針の変更）　

　法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成

19年４月１日以降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。

　これにより、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益は、それぞれ45百万円減少しております。

（追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年3月31日以前

に取得した有形固定資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用により、取

得価額の5%に到達した事業年度の翌事業年度より、

取得価額の5%相当額と備忘価額との差額を5年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上し

ております。

　これにより、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益がそれぞれ42百万円減少しておりま

す。 

 

　

 

 

 

 

 

 

（追加情報）

　当社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平

成20年度法人税法の改正を契機として、当事業年

度より、改正後の法人税法に基づく減価償却方法

を適用しております。これにより当事業年度の営

業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益がそ

れぞれ72百万円減少しております。

 

 



 
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ロ）無形固定資産…定額法

　自社利用のソフトウェアについては社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づいております。

ロ）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 

 ハ）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

４．外貨建の資

産及び負債の

本邦通貨への

換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

５．引当金の計

上基準

イ）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

イ）貸倒引当金

同左

 ロ）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備え、支給見込額を計

上しております。

ロ）賞与引当金

同左

 ハ）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理することとして

おります。

ハ）退職給付引当金

同左

 ニ）役員退職慰労引当金

　役員の退職金の支払に備え、役員退職慰労金

規則に基づき必要額を引当てております。

ニ）役員退職慰労引当金

　　　　　　―――――――――

 

（追加情報）

役員退職慰労引当金制度の廃止

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退

職慰労金規則に基づき期末要支給額を引当計上し

ておりましたが、平成20年６月20日開催の定時株

主総会の日をもって役員退職慰労金制度を廃止す

ることが決議されました。

　同制度廃止に伴い、定時株主総会の日以前の在

職期間分についての役員退職慰労金について、打

切り支給することとしました。

　なお、支給時期は、各役員それぞれの退任時と

し、役員退職慰労引当金は、退任時まで固定負債

「その他」として計上しております。

６．リース取引

の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

―――――――――



 
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

７．その他財務

諸表作成のた

めの基本とな

る重要な事項

イ）消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。

イ）消費税等の処理方法

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　                 ――――――――― （リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第１３号（平成５年６月１７日（企業

会計審議会第一部会）、平成１９年３月３０日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第１６号（平成６年１月１８日（日本公認会

計士協会　会計制度委員会）、平成１９年３月３０日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、前連結会計年

度末における未経過リース料期末残高相当額（利息相当額

含む）を取得価額とし、期首に取得したものとしてリース

資産に計上する方法によっております。これによる影響額

は軽微であります。

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（貸借対照表）

　前期まで区分掲記しておりました「短期貸付金」（当期

末残高　0百万円）と「従業員長期貸付金」（当期末残高1

百万円）は資産合計額の100分の1以下のため、「短期貸付

金」は流動資産の「その他」、「従業員長期貸付金」は投

資その他の資産の「その他」に含めて表示することにいた

しました。

　―――――――――

 

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

※１．土地の内、2百万円は工場財団抵当に供しております。※１．土地の内、2百万円は工場財団抵当に供しております。

※２．関係会社に係る注記

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

会社に対するものは次の通りです。

※２．関係会社に係る注記

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

会社に対するものは次の通りです。

・売掛金 1,356百万円

・買掛金 494百万円

・売掛金 441百万円

・未収入金 5百万円

・買掛金 356百万円



（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１．他勘定振替高の内、主なものは製品廃却額でありま

す。

※１．　　　　　　　　 同左

※２．固定資産除却損の内容は次の通りであります。 ※２．固定資産除却損の内容は次の通りであります。

建物及び構築物 8百万円

機械装置 10      

工具器具及び備品 5      

計 24

建物及び構築物 4百万円

機械装置 11      

工具器具及び備品 2      

計 17

※３．研究開発費の総額 ※３．研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

　　　　　　　 　　　　　　　　　319百万円

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

　　　　　　　 　　　　　　　　　 227百万円

※４．たな卸資産の評価損

　たな卸高は低価法による評価減（仕掛品1百万円）

を行ったあとの金額であります。

※４．たな卸資産の評価損

　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れています。

159百万円

※５．関係会社に係る注記 ※５．関係会社に係る注記

売上高 6,429百万円

仕入高 2,925

受取配当金 7

受取利息 1

売上高 4,702百万円

仕入高 1,916

受取配当金 7

受取利息 2

支払利息 0

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式　(注) 59,220 7,364 620 65,964

合計 59,220 7,364 620 65,964

　(注) 普通株式の自己株式 7,364株の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

　　　また、自己株式 620株の減少は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式　(注) 65,964 10,872 4,600 72,236

合計 65,964 10,872 4,600 72,236

　(注) 普通株式の自己株式 10,872株の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

　　　また、自己株式 4,600株の減少は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。



６．その他

(1）役員の異動

①代表取締役の異動

　該当事項はありません。

 

②その他の役員の異動

　　・新任取締役候補

取締役　     　 佐藤 賢一（現 御殿場工場長）

・新任監査役候補

常勤監査役　  　宮川 光司（現 業務管理本部長付）

監査役　　      石川 人志（現 株式会社日立製作所 オートモティブシステムグループ 経営戦略本部長）

監査役　　      村瀬 悦男（現 株式会社日立製作所 タックスアカウンティングセンタセンタ長）

※監査役候補者 石川 人志 氏 及び 村瀬 悦男 氏の両氏は、社外監査役候補者であります。　

・退任予定監査役

常勤監査役　　　高野 正利

監査役          岡部 明

監査役　　      藤岡 真

　  ③就任予定日

　　　　平成21年６月26日

 

 

(2）その他

　　該当事項はありません。
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